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研 究

医療的ケアを必要とする児と共に学ぶ児童における

　　　　　　　　　　　　支援的行動への影響

大嶋　絹子1），横山　美江2）

〔論文要旨〕

　本研究では，医療的ケアを必要とする児童と常に共に学校生活を送ることが，健常児童の他者への支援的行動に

どのように影響するかを明らかにすることを目的とした。対象者は，A市公立小学校に通う4年生の児童である。

このうち，同学年に医療的ケアを必要とする児童が，通常の学級に在籍する1校の児童120人，特別支援学級に在

籍する2校の児童88人を対象者とした。さらに，比較対照群として，在籍しない2校の児童ll5人を得た。分析の結果，

常に医療的ケアを必要とする児童と共に学校生活を送ることは，児童の他者に対する支援的行動を促し，かつ実際

の支援的行動に移されることが示された。

Key　words：医療的ケア，支援的行動児童

1．緒 言

　近年，周産期医療や医療技術のめざましい発展によ

り超低出生体重児や先天性疾患，障害をもつ児の救命

率が上昇している1）。加えて，在宅医療機器の進歩に

より医療依存度の高い児が在宅で生活を送れることも

多くなっている。このような児の成長に伴い，医療的

ケアが必要な児童の就学率が増加しつつある2）。文部

科学省は，厚生労働省と連携し，医療的ケアを必要と

する児童の就学に関するモデル事業として特別支援学

校での受け入れ体制の整備を進めてきた3）。

　一方，ノーマライゼーションの理念や統合教育の考

え方が浸透したことにより，医療的ケアを必要とする

児童を地域の学校（以下，通常学校）に通わせたいと

希望する保護者が増加している。しかしながら，通常

学校では医療的ケアを必要とする児童を受け入れる体

制が整っておらず，その受け入れに地域差がみられ

る4）。そのため，学校現場では，特別支援学校を中心

とした国の取り組みの枠を越えた各自治体での対応を

迫られている。今後，医療的ケアを必要とする児童が

通常学校へ入学を希望する数がさらに増加することが

予測されている5）。しかし，医療的ケアを必要とする

児童の通常学校での就学問題について調査した研究は

数少ない4・6－8）。

　この取り組みにおいて最も大切なことは，学校の主

役である児童の立場での効果的なサポート体制の整備

である。文部科学省は相互に人格と個性を尊重し合え

る共生社会づくりを目指して，特別支援教育において

交流教育や共同学習を推進している9）。三原は10），本

来の統合教育とは通常学校や特別支援学校の物理的な

壁を越えた児童の自然な交流が必要であり，エビデン

スをもとに推進する必要があると指摘している。しか
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し，発達障害や身体障害をもつ児童との一時的な交流

や共同学習に関しての効果を検証した研究はみられる

ものの1112），医療的ケアを必要とする児童と常に共に

学ぶことでの効果を検証した研究は著者らが調べた範

囲で認められなかった。本研究では，医療的ケアを必

要とする児童と常に共に学校生活を送ることが，医療

的ケアを必要としない児童の他者への支援的行動にど

のように影響するかを明らかにし，医療的ケアを必要

とする児童のサポート体制を検討する基礎的資料とす

ることを目的とした。

］1．方 去

1．調査期間と対象者

　調査期間は平成21年12月～平成22年2月である。A

市では障害をもつ児童を保護者や本人の希望により，

できるかぎり通常学校で受け入れている。児童の受け

入れ体制は各学校の教育方針によって違い，障害をも

つ児童と障害をもたない児童らが常に共に学習や活動

を行うという体制をとっている学校（以下，原学級群）

と，特別支援学級で障害をもつ児童を受け入れ，授業

内容やその児童の体調に応じて一定の教科のみ通級で

障害のない児童らと断続的に一緒に学習を行っている

学校（以下，特別支援学級群）がある。

　本研究の対象者は，このような教育体制をとってい

るA市の公立小学校に通う4年生の児童とした。こ

のうち，原学級群を同学年に医療的ケアを必要とする

児童が2名在籍する1校の健常児童120名（3クラス

編成），および特別支援学級群を医療的ケアを必要と

する児童が在籍する2校の健常児童88名（そのうち，

1校は1クラス，1校は2クラス編成）とした。さら

に，対照群を医療的ケアを必要とする児童が在籍しな

い2校の児童115名（以下，非在i籍群）とした。なお，

本研究における医療的ケアを必要とする児童の重症度

は，全員が気管切開と経管栄養を行い，常時車いすを

使用し，かつ全介助を必要としていた。

2，調査内容

　調査内容は，児童の性別，家族構i成本人および家

族の入院歴，転校の有無，学童体験の有無，および他

者への支援的行動について調査した。他者への支援的

行動については，社会的責任目標尺度と愛他性尺度を

用いて測定した。社会的責任目標尺度は，中谷13）が作

成した尺度で，社会的責任目標を「社会的なルールや
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役割への期待を守ること」と定義しており，向社会的

目標と規範遵守目標の2つの下位尺度が設定されてい

る。向社会的目標は「社会的，対人的な援助をしよう

とする目標」であり8項目からなる。規範遵守目標は

「教室における明示的あるいは暗黙のルールを守り，

規範に従おうとする目標」であり，10項目からなる。

各項目について「いつも当てはまる」～「どんなとき

も当てはまらない」までの5段階評定で回答を得，そ

れぞれ5～1点と得点化した。

　愛他性尺度は首藤14）が作成した尺度で，愛他性を「外

的な報酬を期待することなしに，他者の福祉や幸福の

ためになされる自発的行動」と定義しており，小学生

が学校や家庭で示すと考えられる愛他行動13項目で構

成されている。各項目について，「ない」を0点，「あ

る」を1点，「たくさんある」を2点として得点化した。

3．分析方法

　統計学的分析については，質的変数の独立性の検定

にはX2検定を使用した。3群間の社会的責任目標得

点と愛他性得点の平均値の差の分析に一元配置分散分

析を使用し，その後の検定にTukeyのHSD検定を行っ

た。また，3群間で児童の背景要因に偏りの認められ

た要因を調整するために，これらの要因を共変量とし

て，社会的責任目標得点，ならびに愛他性得点に関し

て共分散分析を行った。質的変数である性別，および

祖父母との同居の有無は，ダミー変数に置き換え分析

を行った。さらに，社会的責任目標得点と愛他性得点

においてPearsonの相関係数を算出した。統計学的

解析は，SPSS　ver．19．O　for　windows統計パッケージ

を使用した。

4．倫理的配慮

　倫理的配慮として，学校長，担当教員，ならびに児

童に依頼文書のなかで趣旨説明，および対象者の自由

意志で研究への協力ができること，結果は無記名で回

収し，個人や学校名が特定されないことを説明した。

本研究は大阪市立大学大学院看護学研究科倫理審査委

員会での承認を得て実施した。

皿．結 果

1．対象者の概要

　本調査で回答を得られた対象者は，原学級群が116

人（回収率96．7％），特別支援学級群が86人（回収率
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表1　児童の背景要因

原学級群

n＝ll6

n（％）

特別支援学級群

　　n＝86

　n（％）

非在籍群

n＝111

n（％）

P値

性別

　　　男

　　　女
兄姉の有無

　　　あり

　　　なし

弟妹の有無

　　　あり

　　　なし

祖父母との同居

　　　あり

　　　なし

ペットの飼育

　　　あり

　　　なし

本人の入院歴

　　　あり

　　　なし

家族の入院歴

　　　あり

　　　なし

転校の有無

　　　あり

　　　なし

学童体験

　　　あり

　　　なし

62　（53．4）

54（46．6）

55　（47．4）

61（52．6）

52（44．8）

64　（55．2）

21　（18．1）

95　（81．9）

44　（37．9）

72　（62．1）

30　（25．9）

86　（74．1）

57　（49ユ）

59　（50，9）

　9（7．8）

106　（91．4）

21（1＆4）

93（81．6）

54（62．8）

31　（36．0）

39　（45．3）

47　（54．7）

46　（53．5）

40　（46．5）

13　（15．1）

73　（84．9）

22　（25．6）

63　（73．3）

32　（372）

54　（62．8）

35　（40．7）

50　（58．1）

6（7．0）

80　（93．0）

12（14、0）

74（86．0）

51　（459）

60　（54．1）

54　（49．5）

57　（51．4）

55　（49．5）

56　（50．5）

36　（32．4）

75　（67．6）

36（32．4）

74（66．7）

41　（36．9）

70（631）

61（55．0）

50（45．0）

11（10．0）

100　（90．（））

28　（25．7）

81　（743）

p＝0．050

P＝0．899

p＝O．469

p＝0．006

p＝0．346

p＝0．126

p＝0ユ61

p＝O．738

p＝0ユ12

不明の者は除外した。

97．7％），非在籍群が111人（回収率96．5％）であった。

　表1に示すごとく，祖父母と同居している児童は，

原学級群が18．1％，特別支援学級群が15．1％，および

非在籍群が324％であり，非在籍群が原学級群および

特別支援学級群に比べて，祖父母と同居している者が

有意（p＜ODI）に多かった。また女児の占める割合は，

原学級群が46．6％，特別支援学級群が36．0％，非在籍

群が54．1％であり，非在籍群が原学級群および特別支

援学級群に比べ，女児の占める割合が多い傾向（p＝

O．05）であった。

2．社会的責任目標得点および愛他性得点

　本研究における社会的責任目標尺度のα係数は，社

会的責任目標がO．87，向社会的目標がO．82，規範遵守目

標が083であった。愛他性尺度のα係数は078であった。

　表2は，3群間の社会的責任目標得点と愛他性得点

の平均値を示したものである。社会的責任目標得点

は，原学級群が74．7±9．0（Mean±SD）点，特別支

援学級群が71．5±9．3点，非在籍群が72．7±10．8点であ

り，3群間に有意（p＜0．05）な差が認められた。そ

の後の検定において，原学級群が特別支援学級群に比

べ有意（p＜OD5）に高い得点であった。愛他性得点は，

3群間で有意な差は認められなかった。

　次に，背景要因において差が認められた性別，お

よび祖父母との同居の有無の影響を調整するため

に，これらの要因を共変量とし，社会的責任目標得

点，および愛他性得点に関して共分散分析を行った

（表3）。社会的責任目標得点において原学級群が74．7

±0．9（Mean±SE）点，特別支援学級群が71．6±ID

点，非在籍群が72．2±0．9点と3群間に有意（p＜0．05）

Presented by Medical*Online



62 小児保健研究

表2　3群間における社会的責任目標得点と愛他性得点の平均値の比較（一元配置分散分析）

原学級群
　（1）

n＝116

特別支援学級群

　　（2）

　　n＝86

非在籍群
　（3）

n＝111

Mean±SD　　Mean±SD　　Mean±SD　　　　　　Tukey
　Range　　　　Range　　　　Range　　　p値　　HSD検定　　p値

社会的責任目標得点

向社会的目標得点

規範遵守目標得点

愛他性得点

74．7±9．0

44～90

33．9±4．4

20～40

40．8±5．7

22～50

16．4±50

3～26

71．1±9．3

48～90

32．2±5．4

15～40

38．7±6D

27～50

16．9±48

6～27

72．7±10．8　　　　0．031　　（1）一（2）　　p＝0．025

32～90　　　　　　　　　　　（1）一（3）　　p＝O．262

　　　　　　　　　　（2）一（3）　　p＝0．482

33．O±4．8

16～40

39．7±7．2

15～50

16．7±4．3

5～25

0．057

0．076

0．727

不明の者は除外した。

表3　3群間における社会的責任目標得点と愛他性得点の共分散分析

原学級群
　（1）

n；116

特別支援学級群

　　（2）

　　nニ86

非在籍群
　（3）

n＝111

Mean±SE　　Mean±SE
　　　　　　　　　　Tukey
Mean±SE　　　　　　　p値　　HSD検定　　p値

社会的責任目標得点

　向社会的目標得点

　規範遵守目標得点

愛他性得点

74．7±0．9

33．9±0．4

40．8±Q6

28．4±0．4

71．6±1．0

32．4±O．5

390±0．7

28．8±0．5

72．2±0．9

328±0．4

39．4±0．6

28．6±0．5

0．035　　　（1）一（2）

　　　（1）一（3）

　　　（2）一（3）

0．064

0．089

0．843

0．019

0．040

0．658

不明の者は除外した。

質的変数には，ダミー変数を用い，性別（0：男性， 1：女性）とした。

表4　3群間における社会的責任目標得点と愛他性得点のPearsonの相関関係

原学級群

n＝116

特別支援学級群

　　n＝86

非在籍群

nニ111

愛他性得点

相関係数 P値 相関係数 P値 相関係数 P値

社会的責任目標得点

　向社会的目標得点

　規範遵守目標得点

0．33

0．39

0．22

0．001

0．001

0．017

　0。02

－
0．03

　0．05

0．854

0．781

0．635

一
〇．007

－
0，003

－ O．008

0945

0979

0．932

不明の者は除外した。

な差が認められた。その後の検定において，原学級

群が特別支援学級群ならびに非在籍群に比べ有意（p

〈0．05）に高い得点であった。愛他性得点においては，

有意な差は認められなかった。

3　社会的責任目標得点と愛他性得点の関係

社会的責任目標得点と愛他性得点の相関関係を分析

すると（表4），原学級群において，社会的責任目標

得点と愛他性得点に有意（p＜ODOI）な正の相関が認

められた。また，社会的責任目標尺度の下位尺度であ

る向社会的目標ならびに規範遵守目標と愛他性得点

においても，原学級群にのみ有意（向社会的目標：p

〈0．001，規範遵守目標：p＜0．05）な正の相関が認め

られた。特別支援学級群および非在籍群においては，
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社会的責任目標得点と愛他性得点において，有意な相

関関係は認められなかった。

Iv，考 察

　本研究では，医療的ケアを必要とする児童と常に共

に学ぶことが，健常児童の他者に対する支援的行動に

どのように影響するかについて，社会的責任目標尺度，

および愛他性尺度を用いて分析した。その結果，原学

級群においては，特別支援学級群および非在籍群に比

べ，社会的責任目標得点が有意に高かった。加えて，

原学級群においては，社会的責任目標得点と愛他性得

点が有意に相関していた。一方，特別支援学級群およ

び非在籍群においては，社会的責任目標得点と愛他性

得点に相関は認められなかった。これらの結果は，医

療的ケアを必要とする児童と常に共に学ぶことは対人

的な援助をしようとする思いやりの心を育み，かつそ

れらを自発的行動に移すということを，健常児童らが

体験的に学んでいる可能性があることを示している。

　対人的な援助をしようとする思いやりの心を持つこ

とや，思いやりを自発的な行動に移すことは，個々の

経験やさまざまな場での人間関係を通して育まれてい

く。特に学校は，子どもにとって教師や友人との関係

などを通して社会性を育む場である15）。他者に対する

支援的行動では，モデルの存在が重要であることが明

らかとなっている16）。児童にとって，そのモデルは教

師だけでなく，同級生もモデルとなりうる15）。

　原学級群の児童は，まず，教師が医療的ケアを必要

とする児童に支援的に関わる行動を目にする。それは，

健常児童にとって日常の風景となり，教師のその行動

に影響を受けた児童が，同じような支援的行動をとる

ようになり，それが他の健常児童に広がる。そして日

常的に支援的行動を行うことで，医療的ケアを必要と

する児童に対してだけでなく，友人や身の回りの人に

対する支援的行動を育むという結果につながったもの

と推測される。また，医療的ケアを必要とする児童が

在籍していなかったクラスの児童も，学校内での社

会的責任目標得点と愛他性得点に差は認められなかっ

た。これはクラスが違っても自然な形で学年，学校行

事に医療的ケアを必要とする児童が参加していること

や，クラス替えなどで一緒に学校生活を送っているこ

とが影響しているのではないかと考えられる。

　一方，原学級群に比べ特別支援学級群では，社会的

責任目標得点が有意に低いという結果であった。対人
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関係能力や社会性は人と直接関わる体験の積み重ねに

より育成されるものである。一時的な直接体験では効

果が持続しないとも指摘されている17）。特別支援学級

群では，医療的ケアを必要とする児童がその児童の体

調に合わせて通常学級の学習に参加している。さらに

医療的ケアを必要とする児童には，ケアのため特別支

援担当教師が付き添っていることが多い。その結果，

特別支援学級群では医療的ケアを必要とする児童と常

に共に学ぶ原学級群に比べ，児童同士の自然な交流の

機会が少なくなる。このようなことが今回の結果に影

響したとも推察される。

　特別支援学校に通う医療的ケアを必要とする児童の

サポート体制について検討された先行研究では，医療

的ケアを実施するに当たり，その児童だけでなく，教

員，看護i師保護者のさまざまな問題が挙げられてお

り，サポート体制不足が指摘されている4・　18’－21）。国の

モデル事業により整備されてきた特別支援学校におい

ても，未ださまざまな問題を抱えながら受け入れを

行っているのが現状である。

　また，医療的ケアを必要とする児童を受け入れる機

会が限られている通常学校においては，このような児

童を受け入れるサポート体制が不足していると推測さ

れる。本研究結果より医療的ケアを必要とする児童と，

常に共に学習する健常児童は，対人的な援助をしよう

とする思いやりの心が育まれており，さらにそれらの

思いやりを自発的な行動に移すことを体験的に学んで

いる可能性があることが示された。このことからも，

医療的ケアを必要とする児童の就学問題に関しては，

児童同士の相互の成長・発達の効果を考慮した体制づ

くりと受け入れが必要であろう。

　本研究の限界として，A市という限定された地域

での調査であり，かつ各学校の教育方針による影響が

考えられる。また，児童の負担軽減や倫理的配慮が必

要であったため，両親の就業状況などについて調査を

することができなかった。子どもの支援的行動に影響

する要因は，学校や教育方針だけでなく，家庭環境な

どさまざまな要因が考えられる。今後地域を拡大し，

更なる調査が必要であろう。

V，結 論

　医療的ケアを必要とする児童と常に一緒に学ぶ学校

の健常児童は，医療的ケアを必要とする児童と断続的

な交流を行う学校の児童や医療的ケアを必要とする児
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童がいない学校の健常児童に比べ，対人的援助をしよ

うとする思いやりの心やルールを守ろうとするような

協調性が育まれており，それらを自発的に行動に移す

ことを体験的に学んでいる可能性があることが示され

た。今後医療的ケアを必要とする児童の通常学校で

の受け入れは，このような児童同士の学びの効果を配

慮しながら，体制を整えていく必要性があろう。
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